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（証券コード　3878）
平成28年６月８日

株 主 各 位
東京都中央区京橋一丁目７番１号

株 式 会 社 巴 川 製 紙 所
代表取締役社長 井 上 善 雄

第157回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第157回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使していただくことがで
きます。その節はお手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、来る平成28年６月23日（木曜
日）午後５時20分までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日    時 平成28年６月24日（金曜日）午前10時
２．場    所 東京都中央区銀座三丁目９番11号

紙パルプ会館　銀座フェニックスプラザ　３階　会議室１～３号室
３．会議の目的事項

報告事項 １．第157期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報告の
内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

２．第157期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書類の
内容報告の件

決議事項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案
第３号議案
第４号議案
第５号議案
第６号議案

取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
監査等委員である取締役３名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額の設定の件
監査等委員である取締役の報酬等の額の設定の件
退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合
は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.tomoegawa.co.jp）に掲載さ
せていただきます。

◎本定時株主総会の招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、①連結計算書類の連結
株主資本等変動計算書、②連結計算書類の連結注記表、③計算書類の株主資本等変動
計算書及び④計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第15条の規定
に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.tomoegawa.co.jp）に
掲載しておりますので、本招集ご通知には記載しておりません。従って、本招集ご通
知の提供書面は、監査役及び会計監査人が監査報告を作成するに際して監査をした対
象の一部であります。

－ 2 －
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成27年 ４月１日から
平成28年 ３月31日まで）

Ⅰ　企業集団の現況に関する事項

１．事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、年度の前半は企業収益や雇用情勢の改善等により、緩

やかな回復基調で推移しました。しかし後半に入り、中国をはじめとした新興国経済の減速懸念

が拡大し、年明けからは円高が進む等、先行きの不透明さが拡大する状況となりました。特に第

３四半期以降、中小型液晶製品の出荷停滞が、関連業界全体に大きな影響を及ぼし始めました。

　このような状況の下、当社は開発及びマーケティング費用を過去２年にわたり従前比で年当り

約３億円増加させ、新製品の上市を加速させるとともに、トナー関連事業の新規受託案件獲得等

による拡大を積極的に推進しました。この結果、特許等知的財産の年間出願件数がそれ以前に比

べ倍増するなどの効果は出ているものの、新製品の売上が成熟期にある一部既存製品の売上減少

を補うまでには至っておらず、当連結会計年度における売上高は前年同期に比べ611百万円減収の

33,502百万円（1.8％減）となりました。

　利益面については、第３四半期（10-12月）には液晶部材向け受託塗工事業の環境悪化などから

一時的に営業損失となり、その後、円高進行のマイナス影響も加わったものの、期末に向けての

営業努力に加えエネルギーコストの低下や前期大きな減益要因となったトナー中国事業の調整解

消等があり、第４四半期（１-３月）としては再び黒字に回復し、通期の連結営業利益は、前年同

期に比べ104百万円増益の290百万円(56.2％増）となりました。一方、連結経常損益は、前期は大

幅な黒字であった持分法投資損益がＦＰＤ関連事業の調整などから赤字に転じたことに加え、期

末時の為替レートが円高に進んだために為替評価差損益が大きくマイナスに振れた影響が加わり、

前年同期に比べ495百万円減益の18百万円の損失となりました。

　親会社株主に帰属する当期純損益については、従前より保有するAura Paper 

Industries(India)Pvt.Ltd.を本年３月に連結子会社化したことに合わせて、連結貸借対照表上の

のれんを一括償却したことに加え、今後の稼働率向上が見込めない固定資産の一部を減損処理し

たことによる一過性の特別損失の計上などにより、前年同期に比べ978百万円減益の929百万円の

損失となりました。

－ 3 －
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　当社グループにおける、セグメントの業績は次のとおりであります。

＜プラスチック材料加工事業＞

　プラスチック材料加工事業は、トナー関連事業の新規受託案件獲得等による拡大を積極的に推

進したものの、第３四半期には液晶部材向け受託塗工事業の環境悪化などから一時的に営業損失

となり、その後、円高進行のマイナス影響も加わったものの、エネルギーコストの低下や前期大

きな減益要因となったトナー中国事業の調整解消等がありました。

　この結果、売上高は21,057百万円（対前期比2.0％減）、セグメント（営業）利益は505百万円

（対前期比32.8％増）となりました。

＜製紙・塗工紙関連事業＞

　製紙・塗工紙関連事業は、成熟期にある一部既存製品の売上減少が進む一方、エネルギーコス

トの低下がありました。

　この結果、売上高は12,368百万円（対前期比1.5％減）、セグメント（営業）損益は対前期比で

17百万円減益の247百万円の損失となりました。

事 業 区 別 売 上 高 セグメント利益

プ ラ ス チ ッ ク 材 料 加 工 事 業 21,057百万円 63％ 505百万円

製 紙 ・ 塗 工 紙 関 連 事 業 12,368 37 △247

そ の 他 の 事 業 75 0 9

計 33,502 100 266

消 去 又 は 全 社 －  － 23

連 結 33,502  － 290

２．設備投資等の状況

　当連結会計年度の設備投資の総額は1,937百万円となりました。

①当連結会計年度に完成した主要設備

　該当事項はありません。

②当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

　該当事項はありません。

③当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

　該当事項はありません。
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３．資金調達の状況

　平成27年10月に設備投資資金として取引銀行７行による総額1,400百万円、期間５年の借入を実

行しました。また、当社グループの所要資金の安定的かつ効率的な調達のため、平成26年９月30

日から平成29年９月29日までをコミット期間とする取引銀行５行による総額5,000百万円のシン

ジケーション方式のコミットメントラインを設定しております。このうち当連結会計年度末にお

ける借入実行残高は3,300百万円であります。

４．事業の譲渡、合併等企業再編行為等の状況

　当社は、平成28年３月30日付けで、インドの電気絶縁紙メーカーであるAura Paper Industries 

(India) Pvt. Ltd.の第三者割当増資に対し、191百万円の払込を行い、これにより増資後の出資

比率は60％となったことから、連結子会社化しております。

５．対処すべき課題

　経済の先行きが依然として不透明な中、当社グループは対処すべき主要課題を次のように捉え、

重点的に取り組んでまいります。

(1)中期経営計画の遂行

　当社グループは、IoT(Internet of Things)の時流を踏まえ、熱・電気・電磁波コントロール材

料を重点分野と定め、当該分野への経営資源の積極的投入により新製品開発を加速させ持続的な

成長軌道に戻ることを目指し、平成28年３月期から３ヶ年の第６次中期経営計画を推進してまい

りました。

　その後１年を経過し、マーケティング及び新製品開発活動のこれまでの成果に加え、Aura 

Paper Industories(India)Pvt.Ltd.を子会社化するなどのグローバル目線での生産販売体制の強

化や、赤字事業に対する抜本的対策の遂行状況も踏まえ、平成31年３月期を最終年度とした第６

次中期経営計画のローリングプランを新たに策定し、本年４月よりその達成に向けた取組みを開

始いたしました。

　具体的には以下の５項目を主要課題に掲げ、第６次中期経営計画のローリングプランの達成を

目指してまいります。

①当社の強みを活かせる熱・電気・電磁波コントロール材料関連分野への積極的なリソース投入

②事業部制の長所を活かしつつ全社横断的な取組みを可能にする連邦型事業部制への移行

③グローバル目線での生産販売体制最適化

④赤字事業に対する抜本的対策の立案と遂行

⑤知的財産権のより積極的な取得と参入障壁の構築

－ 5 －
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(2)ガバナンス体制の強化

　当社グループは、創業精神に「誠実」「社会貢献」「開拓者精神」を掲げ、高い企業倫理のも

とにグローバルな企業活動を行っております。引き続き内部統制システムの更なる洗練化に努め

るとともに、経営の効率性、透明性及び公正性の確保と更なる充実を図り、もって企業活動を支

えている全てのステークホルダーの利益を尊重し、持続的な成長を通じて企業価値を高め社会に

貢献する会社を目指してまいります。

(3)安全な職場環境の整備

　当社グループは、従業員により働きやすい職場を提供するため、「安全は利益に優先する」を

スローガンに、５Sの徹底、安全対策工事、災害情報共有、危険予知トレーニング、声かけ運動等

の安全活動を推進しております。引き続き、労働災害の撲滅を目指し、安全な職場環境の整備に

取り組んでまいります。

６．財産及び損益の状況の推移

区 分
第154期

（平成25年３月期）
第155期

（平成26年３月期）
第156期

（平成27年３月期）
第157期

（平成28年３月期）

売 上 高(百万円) 34,722 34,613 34,114 33,502

経 常 利 益
( △ は 損 失 )

(百万円) 324 980 476 △18

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益
（ △ は 純 損 失 ）

(百万円) 224 606 48 △929

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益
（ △ は 純 損 失 ）

（円） 4.39 11.88 0.96 △18.23

総 資 産(百万円) 41,909 39,378 40,508 39,399

（注）　１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づき算出

しております。

　２．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等の適用により、当連結会計年

度より「当期純利益」の科目名称を「親会社株主に帰属する当期純利益」に変更しております。

－ 6 －
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７．重要な子会社の状況
（平成28年３月31日現在）

会 社 名 資 本 金 出資比率 事 業 区 分 主要な事業内容

T O M O E G A W A  (U.S.A.)I N C. 7百万米ドル 100.0％
プ ラ ス チ ッ ク
材 料 加 工 事 業

電子写真用トナーの製造
及び販売

T O M O E G A W A  E U R O P E  B . V . 180千ユーロ 100.0％
プ ラ ス チ ッ ク
材 料 加 工 事 業

電子写真用トナーの販売

TOMOEGAWA HONG KONG CO.,LTD. 2百万香港ドル 100.0％
プ ラ ス チ ッ ク
材 料 加 工 事 業

中国及び周辺地域への販
売

㈱ 巴 川 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 恵 州 499百万円 73.0％
プ ラ ス チ ッ ク
材 料 加 工 事 業

持株会社

巴川影像科技（恵州）有限公司 74百万人民元
73.0％

［73.0％］
プ ラ ス チ ッ ク
材 料 加 工 事 業

電子写真用トナーの製造
及び販売

日 彩 控 股 有 限 公 司 39百万香港ドル
73.0％

［73.0％］
プ ラ ス チ ッ ク
材 料 加 工 事 業

持株会社

日彩影像科技（九江）有限公司 31百万人民元
73.0％

［73.0％］
プ ラ ス チ ッ ク
材 料 加 工 事 業

電子写真用トナーの製造
及び販売

Aura Paper Industries(India)Pvt.Ltd. 122百万ルピー 60.0％
製 紙 ・ 塗 工 紙
関 連 事 業

紙の製造及び販売

巴 川 物 流 サ ー ビ ス ㈱ 22百万円 100.0％ そ の 他 の 事 業 運送及び物流管理

新 巴 川 加 工 ㈱ 10百万円 100.0％

プ ラ ス チ ッ ク
材 料 加 工 事 業
製 紙 ・ 塗 工 紙
関 連 事 業

紙及びプラスチックフィ
ルムの加工

三 和 紙 工 ㈱ 51百万円 95.2％
製 紙 ・ 塗 工 紙
関 連 事 業

各種梱包資材等の製造及
び販売

日 本 理 化 製 紙 ㈱ 100百万円
53.7％
［2.9％］

製 紙 ・ 塗 工 紙
関 連 事 業

紙の加工及び販売

（注）　１．出資比率の[ ]内の数値は間接出資比率であり、内数で示したものです。

２．平成28年３月30日付けでAura Paper Industries (India) Pvt.Ltd.の資本金・出資比率をそれぞれ96百万ル

ピーから122百万ルピー、49％から60％に変更しており、同日付けで連結子会社化しております。

－ 7 －
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８．主要な事業内容

　当社グループは、電子写真用トナー、半導体用接着テープ、フラットパネルディスプレイ（Ｆ

ＰＤ）向け光学フィルム、機能紙、塗工紙等の製造、加工及び販売並びに山林の経営を主な事業

とし、その他これらに付帯する事業を行っております。

　その主要製品・サービスは、次のとおりであります。
（平成28年３月31日現在）

区 分

主 要 製 品 ・ サ ー ビ ス
セ
グ
メ
ン
ト

事 業

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
材
料
加
工
事
業

化 成 品 事 業 複 写 機 ・ プ リ ン タ ー 用 製 品 電子写真用トナー

テ ー プ 事 業 半 導 体 用 接 着 テ ー プ
リードフレーム固定テープ、フィルムキャリア

テープ、チップアッセンブリーテープ等

Ｆ Ｐ Ｄ 関 連 事 業 Ｆ Ｐ Ｄ 向 け 光 学 フ ィ ル ム
ディスプレイ用光学フィルム、粘着フィルム及

びその他機能性フィルム等

精 密 加 工 事 業 精 密 加 工 電 子 部 品
気密封止パッケージ用リッド、静電チャック、
光通信接続・配線用部材等

製
紙
・
塗
工
紙
関
連
事
業

機 能 紙 事 業

複 写 ・ 印 刷 用 製 品 超軽量印刷用紙、トレーシングペーパー等

情 報 関 連 製 品 統計カード用紙、通帳用紙、ＯＣＲ用紙等

電 気 絶 縁 材 料 電気絶縁紙、超々高圧用複合絶縁材料

加 工 用 原 紙 剥離紙用原紙、滅菌紙、重包装資材等

機 能 紙 製 品
特殊繊維シート、カラー出力プリンタ用紙、剥

離紙、含浸基紙・吸水紙等

塗 工 紙 事 業
磁 気 関 連 製 品 プリペイドカード、磁気乗車券等

印 刷 ・ 記 録 関 連 製 品 感熱記録紙等

そ の 他 の 事 業

物 流 サ ー ビ ス 運送、保管等

分 析 サ ー ビ ス 形態観察、化学物構造解析、熱分析等

不 動 産 賃 貸

山 林 経 営

－ 8 －

主要な事業内容
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９．主要な営業所及び工場

（平成28年３月31日現在）

名 称 所 在 地

当 社 本 社 東京都中央区

当 社 静 岡 事 業 所 静岡県静岡市駿河区

当 社 清 水 事 業 所 静岡県静岡市清水区

当 社 大 阪 営 業 所 大阪府大阪市生野区

T  O  M  O  E  G  A  W  A  ( U . S . A . )  I  N  C . Wheeling, Illinois U.S.A.

T  O  M  O  E  G  A  W  A    E  U  R  O  P  E    B . V . Amste1veen, Netherlands

T O M O E G A W A   H O N G   K O N G   C O.,L T D. 香港九龍市

台 湾 巴 川 股 份 有 限 公 司 台湾高雄市

巴 川 影 像 科 技 （ 恵 州 ） 有 限 公 司 中国広東省恵州市

日 彩 影 像 科 技 （ 九 江 ） 有 限 公 司 中国江西省九江市

Aura Paper Industries (India) Pvt. Ltd.　本社 Hyderabad, Telangana, India

Aura Paper Industries (India) Pvt. Ltd.　工場 Medak District, Telangana, India

三 和 紙 工 ㈱ 　 岡 山 工 場 岡山県岡山市

三 和 紙 工 ㈱ 　 鹿 島 工 場 茨城県潮来市

日 本 理 化 製 紙 ㈱ 　 草 薙 工 場 静岡県静岡市清水区

－ 9 －
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10．従業員の状況
（平成28年３月31日現在）

事 業 区 分 従 業 員 数 前 期 比 増 減

プ ラ ス チ ッ ク 材 料 加 工 事 業 700名 47名増

製 紙 ・ 塗 工 紙 関 連 事 業 326名 8名増

そ の 他 の 事 業 33名 3名減

全 社 （ 共 通 ） 118名 18名増

合　　　　計 1,177名 70名増

（注）　１．プラスチック材料加工事業における従業員増加の主な要因は、当連結会計年度に新たに連結の範囲に含めら

れた日彩影像科技（九江）有限公司の追加によるものです。

　２．全社（共通）における従業員増加の主な要因は、将来成長が見込まれる分野の研究員及び営業員を増強した

ことによるものです。

11．主要な借入先
（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

㈱ 三 井 住 友 銀 行 2,311百万円

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,971

㈱ 静 岡 銀 行 1,581

㈱ 清 水 銀 行 1,327

㈱ 日 本 政 策 金 融 公 庫 1,031

－ 10 －
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Ⅱ　会社の株式に関する事項

１．発行可能株式総数   100,000,000株

２．発行済株式の総数    51,487,582株（自己株式459,449株を除く）

３．株主数                   2,729名

４．大株主
（平成28年３月31日現在）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

凸 版 印 刷 ㈱ 5,697千株 11.0％

栄 紙 業 ㈱ 3,336 6.4

昌 栄 印 刷 ㈱ 3,314 6.4

鈴 与 ㈱ 2,494 4.8

三 井 化 学 ㈱ 2,439 4.7

㈱ 三 井 住 友 銀 行 1,979 3.8

三 弘 ㈱ 1,751 3.4

巴 川 製 紙 取 引 先 持 株 会 1,743 3.3

東 紙 業 ㈱ 1,736 3.3

井 上 善 雄 1,531 2.9

（注）持株比率は、自己株式（459,449株）を控除して計算しております。

－ 11 －
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Ⅲ　会社の新株予約権等に関する事項

１．当事業年度末日における新株予約権の状況

　該当事項はありません。

２．当事業年度中に交付した新株予約権の状況

　該当事項はありません。

３．その他新株予約権等に関する重要な事項

　該当事項はありません。

　なお、平成17年６月28日第146回定時株主総会決議により発行された新株予約権につきましては

平成27年６月27日をもって行使期間満了となり、権利が失効しております。

－ 12 －
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Ⅳ　会社役員に関する事項
１．取締役及び監査役の氏名等

（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 社 長
（代表取締役）

井 上 善 雄
CEO
昌栄印刷株式会社取締役相談役
日本山村硝子株式会社社外取締役

取 締 役 今 田 俊 治

専務執行役員機能紙事業部長
株式会社巴川ホールディングス恵州取締役
日彩控股有限公司董事
三和紙工株式会社取締役会長
日本理化製紙株式会社取締役

取 締 役 三 井 清 治
専務執行役員社長補佐
株式会社トッパンTOMOEGAWAオプティカルフィルム代表取締役社長

取 締 役 山 口 正 明
常務執行役員CFO経営戦略本部長兼TTOF・TFC管掌兼コンプライアンス委員
会委員長
日彩控股有限公司董事

取 締 役 畑 澤 敏 之
常務執行役員電子材料事業部営業管掌
シライ電子工業株式会社社外取締役
巴川コリア株式会社代表取締役

取 締 役 小 森 哲 郎
ユニゾン・キャピタル株式会社マネジメント・アドバイザー
株式会社ニッセンホールディングス社外取締役
株式会社建デポ代表取締役社長

常 勤 監 査 役 吉 田 光 宏

監 査 役 鮫 島 正 洋
弁護士法人内田・鮫島法律事務所代表パートナー
弁護士・弁理士

監 査 役 鈴　木　健一郎

鈴与株式会社代表取締役社長
エスエスケイフーズ株式会社代表取締役会長
鈴与ホールディングス株式会社代表取締役社長
鈴与商事株式会社取締役
鈴与建設株式会社取締役

 (注) １．平成26年６月24日開催の第155回定時株主総会において補欠監査役として選任された立野晴朗氏の選任決議は、

当社定款の定めに従い、引き続き有効とされております。

２．常勤監査役の吉田光宏氏は、過去に当社の経理業務を担当しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。

３．取締役小森哲郎氏は、社外取締役であり、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

４．取締役畑澤敏之氏は、平成27年10月１日まで、当社の社外取締役であり、東京証券取引所に対し、独立役員と

して届け出ておりましたが、同日付けで常務執行役員に就任したことから、独立役員の指定を解除し、その旨

届け出ております。

５．監査役鮫島正洋及び鈴木健一郎の両氏は、社外監査役であり、いずれも東京証券取引所に対し、独立役員とし

て届け出ております。

６．代表取締役社長井上善雄氏は、

－ 13 －
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(1)平成27年５月28日付けで、日本カード株式会社取締役を退任いたしました。

(2)平成27年６月26日付けで、戸田工業株式会社社外取締役を退任いたしました。

７．取締役今田俊治氏は、

(1)平成27年５月18日付けで、日彩控股有限公司董事長を退任し、同社董事に就任いたしました。

(2)平成27年５月18日付けで、日彩影像科技（九江）有限公司董事長を退任いたしました。

(3)平成27年５月20日付けで、巴川影像科技（恵州）有限公司董事長を退任いたしました。

(4)平成27年５月27日付けで、三和紙工株式会社取締役会長に就任いたしました。

(5)平成27年５月27日付けで、日本理化製紙株式会社取締役に就任いたしました。

(6)平成27年７月３日付けで、TOMOEGAWA (U.S.A) INC. Director Chairman&CEOを退任いたしました。

８．取締役畑澤敏之氏は、

(1)平成27年６月26日付けで、シライ電子工業株式会社社外取締役に就任いたしました。

(2)平成27年10月１日付けで、常務執行役員電子材料事業部営業管掌に就任いたしました。

(3)平成28年３月31日付けで、巴川コリア株式会社代表取締役に就任いたしました。

９．取締役小森哲郎氏は、平成27年10月１日付けで、株式会社建デポ代表取締役社長に就任いたしました。

10．監査役鈴木健一郎氏は、

(1)平成27年11月25日付けで、鈴与株式会社専務取締役から代表取締役社長に就任いたしました。

(2)平成27年11月25日付けで、鈴与ホールディングス株式会社代表取締役社長に就任いたしました。

11．平成28年４月１日付けで、電子材料営業本部が新たに設置され、取締役常務執行役員畑澤敏之氏は、担当が電

子材料営業本部長に変更となりました。

　<ご参考>前記以外の当社執行役員は次のとおりであります。

（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当

執 行 役 員 作 本 征 則 生産技術本部長

執 行 役 員 村 田 　 力 研究開発本部長

執 行 役 員 中 村 公 彦 画像材料事業部長

執 行 役 員 井 上 雄 介 営業推進本部長

執 行 役 員 須 川 美 久 電子材料事業部長

（注）平成28年４月１日付けで、

(1)執行役員井上雄介氏が新たに上席執行役員に就任いたしました。

(2)営業推進本部及び研究開発本部が統合して事業開発本部が新たに設置され、執行役員井上雄介及び村田力の両氏

は、担当がそれぞれ事業開発本部長、事業開発本部統括副本部長に変更となりました。

(3)品質保証統括室が新たに設置され、執行役員作本征則氏は、担当が生産技術本部長兼品質保証統括室管掌に変更

となりました。

－ 14 －
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２．取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額

基 本 報 酬 ｽﾄ ｯ ｸ ｵ ﾌ ﾟ ｼ ｮ ﾝ 退 職 慰 労 金

取 締 役 ８名 85百万円 71百万円 － 13百万円
※注２．３．

４．

監 査 役 ４名 19百万円 17百万円 － 2百万円 ※注２．３．

計 － 104百万円 88百万円 － 16百万円

（注）１．取締役の報酬限度額は、１事業年度140百万円以内であります。

　監査役の報酬限度額は、１事業年度50百万円以内であります。

２．報酬等の額には、平成27年６月24日開催の第156回定時株主総会の終結のときをもって退任した取締役２名及び

監査役１名を含んでおります。

３．退職慰労金の額には当事業年度の退職慰労引当金の繰入額を含んでおります。

４．使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与を含む）は、取締役報酬とは別枠であり、支給総額は19百万円で

あります。

３．取締役及び監査役の報酬等の額の決定に関する方針

　当社取締役及び監査役の報酬等の額又はその決定に関する方針の内容及び決定方法は、取締

役・監査役年俸制度規程、取締役・監査役退職慰労金規程等として定めております。

　代表取締役、執行役員兼務取締役及び常勤取締役の基本報酬は、役位別に定める固定額の基

本年俸と業績により加算減算する業績年俸とからなり、業績に係る報酬原資がマイナスとなっ

た場合には、基本年俸から減額されます。その他の取締役及び監査役の基本報酬は、役位別に

定める固定額の基本年俸となります。

　業績に係る報酬原資は、その４割が、基本年俸額と同じ比率で、基本年俸と業績年俸からな

る報酬体系の取締役に按分され、残り６割が、当該取締役のうち、代表取締役と執行役員兼務

取締役に付与された業績ポイントに基づいて配分されます。業績ポイントは、評価軸を予め設

定し、CEOと執行役員を兼務していない取締役（但し自身の報酬等に係る場合を除く）とによる

審議・合議により算出する方法を採用しています。

　代表取締役及び執行役員兼務取締役の退職慰労金は、退任時報酬月額、役位、在任年数によ

って算出される基準額に、就任時と退任時の株価、キャッシュフロー、担当事業の利益の変化

を加算減算して決定しております。その他の取締役及び監査役の退職慰労金は、退任時報酬月

額、役位、在任年数によって算出される基準額に、就任時と退任時の株価とキャッシュフロー

の変化を加算減算して決定しております。

－ 15 －
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４．社外役員に関する事項

(1) 重要な兼職先と当社との関係

　取締役小森哲郎氏は、ユニゾン・キャピタル株式会社のマネジメント・アドバイザー、株式

会社ニッセンホールディングスの社外取締役及び株式会社建デポの代表取締役社長を兼務して

おります。当社と同３社との間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係は

ありません。

　監査役鮫島正洋氏は、弁護士法人内田・鮫島法律事務所の代表パートナー弁護士・弁理士を

兼務しております。当社と同所との間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害

関係はありません。

　監査役鈴木健一郎氏は、鈴与株式会社の代表取締役社長を兼務しております。同社は当社の

株式2,494,000株（4.8％）を保有する株主であり、同社製品の仕入取引及び同社への物流委託

取引を行っております。

　監査役鈴木健一郎氏は、鈴与商事株式会社の取締役を兼務しております。当社と同社の間に

は当社製品の販売取引及び同社製品の仕入取引等を行っております。

　監査役鈴木健一郎氏は、鈴与建設株式会社の取締役を兼務しております。当社と同社の間に

当社設備の購入・建設工事等に係る取引を行っております。

　監査役鈴木健一郎氏は、エスエスケイフーズ株式会社の代表取締役会長及び鈴与ホールディ

ングス株式会社の代表取締役社長を兼務しております。当社と同２社の間には、人的関係、資

本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

　なお、取締役畑澤敏之氏は、平成27年10月１日付けで常務執行役員電子材料事業部営業管掌

に就任したことにより、社外要件を満たさなくなりました。同日までの重要な兼職先として、

シライ電子工業株式会社の社外取締役を兼務しておりますが、当社と同社の間には、人的関係、

資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

(2) 主要取引先等特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

(3) 当事業年度における主な活動状況

取締役会及び監査役会への出席及び発言の状況

　取締役小森哲郎氏は、取締役会全13回中12回（92％）出席し、主に企業価値向上のための経

営戦略立案に関して意見を述べるなど、豊富な経験と卓越した識見に基づく必要かつ有益な助

言・提言を行っております。

－ 16 －
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　監査役鮫島正洋氏は、取締役会においては、全13回中全回出席し、弁理士、弁護士としての

専門的見地から、主に当社の知財戦略及び取締役会の意思決定の適法性に関する助言・提言を

行っております。監査役会においては、全15回中全回出席し、各議題に関して法的側面から意

見・確認の発言を行っております。

　監査役鈴木健一郎氏は、取締役会においては、全10回中9回（90％）出席し、大手物流企業グ

ループの多数の業務執行取締役や社外取締役を歴任して得られた経営経験を活かし、多角的視

点での助言・提言を行っております。監査役会においては、全10回中9回（90％）出席し、取締

役の業務監査に関して適宜必要な発言を行っております。

　なお、取締役畑澤敏之氏は、平成27年10月１日付けで常務執行役員に就任したことに伴い、

社外要件を満たさなくなりました。取締役会には社外役員であった期間を通算しても全回出席

し、豊富なグローバル経営の実務経験、電子材料分野の業界・市場知識、営業・マーケティン

グに関する高い見識を活かして必要かつ有益な助言・提言を行っております。

(4) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、当社の非業務執行取締役及び監査役全員との間で、会社法第425条第１項に規定する

最低責任限度額を限度とする内容の会社法第427条第１項の責任限定契約を締結しております。

(5) 報酬等の総額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額

基 本 報 酬 ｽ ﾄ ｯ ｸ ｵ ﾌ ﾟ ｼ ｮ ﾝ 退 職 慰 労 金

社 外 取 締 役 ２名 10百万円 ９百万円 － １百万円

社 外 監 査 役 ３名 ８百万円 ７百万円 － １百万円

 (注) １．報酬等の額には、平成27年６月24日開催の第156回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名及び平成

27年10月１日付けで社外役員の要件を満たさなくなった取締役１名を含んでおります。

２．退職慰労金の額には当事業年度の退職慰労引当金の繰入額を含んでおります。

３．社外役員が当社の子会社から当事業年度において役員として受けた報酬等はございません。
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Ⅴ　会計監査人に関する事項

１．会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

２．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 40百万円

② 上記①のうち、当社が支払うべき額 40百万円

③ 上記②のうち、公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬等の額 40百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査業務の報酬と金融商品取引法に基づく監査

業務の報酬とを区分しておらず、実質的にも区分できないため、③の金額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、前事業年度の監

査実績を分析・評価し、取締役、経理部門及び会計監査人からの資料や報告を受け、新事業年度の監査計画及

び監査時間・配員計画・報酬単価の適切性並びに報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬

等の額は適切と判断し、会社法第399条第１項の同意を行っております。

３．非監査業務の内容

　該当事項はありません。

４．当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の当社の子会社の計算関係書類監査の状況

　当社の子会社であるTOMOEGAWA(U.S.A.) INC.他６社は、当社の会計監査人以外の監査を受けて

おります。

５．解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当するとき、あるいは、監

督官庁から監査業務停止処分を受ける等、当社の監査業務に重大な支障をきたす事態が生じた場

合には、監査役全員の同意に基づき当該会計監査人を解任いたします。

　これに加え、監査役会は、会計監査人の監査品質、品質管理、独立性や総合的な監査能力等を

毎年評価、検証し、監査を遂行するに不十分であると判断した場合には、当該会計監査人の不再

任を株主総会の目的とすることといたします。
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６．過去二年間の業務停止処分に係る事項のうち、会社が事業報告の内容とすべきと判断した事項

　金融庁が平成27年12月22日及び平成28年１月22日付けで発表した行政処分の内容の概要

①処分対象

新日本有限責任監査法人

②処分内容

契約の新規の締結に関する業務の停止３ヶ月（平成28年１月１日から同年３月31日まで）

業務改善命令（業務管理体制の改善）

課徴金納付命令　21億１千１百万円
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Ⅵ　会社の体制及び方針
１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確

保するための体制

　　＜内部統制基本方針の内容＞

　　　当社では、内部統制基本方針を定め、その体制構築を進めております。当事業年度においては、

第一に、TOMOEGAWAグループの企業活動の根幹をなす考え方である創業精神について、内部統制基

本方針の中では記載を省略していた「社会貢献」「開拓者精神」を改めて記載したほか、第二に、

海外展開とともに複雑化するコンプライアンスとリスクに関する課題に対応するため、カテゴリ

ーごとに責任部署を明確化して責任分散を図るとともに、当該部署が責任をもって実施する体制

に変更し、第三に、企業集団での内部統制について、従来の連結事業部体制を一部変容させ、報

告体制の整備、コンプライアンス及びリスク管理に関する組織的対応の明確化を図っております。

また、平成28年４月1日に実施された組織変更（電子材料営業本部の設置、総務コンプライアンス

部の廃止等）を踏まえた変更、わかりづらい表現の修正等、所要の変更も行っております。

　　　見直し後の内部統制基本方針の内容は、次のとおりです。

　当社は、創業精神の「誠実」「社会貢献」「開拓者精神」を旨とする企業倫理に従って、

TOMOEGAWAグループの企業活動を進めていくと共に、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制その他当社の業務並びに当社及びその子会社から成る企業集団の業

務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針を以下の通り定める。当社は、社会環境

の変化及び当社の事業・体制等の変更に応じ、この基本方針を見直し、内部統制システムを整備・

維持するよう努める。

１．当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)組織

・当社の取締役会の意思決定の妥当性及び透明性を高めるため、当社は社外取締役を招聘する。

・当社の代表取締役社長は、法令・定款及び社内規程に従って業務を遂行し、原則として毎月開

催される当社の取締役会において業務執行状況を報告する。

・当社の取締役会は当社の取締役及び適任と判断する当社の従業員をメンバーとするコンプライ

アンス委員会を設置する。コンプライアンス委員会は、TOMOEGAWAグループ全体及びグループ各

社の経営に重大な影響を与えるリスク管理、コンプライアンス、財務報告に係る内部統制事項、

その他の内部統制事項に関する施策の妥当性を審議し、審議内容を当社の取締役会に報告する

とともに、必要に応じて当社の代表取締役社長に改善策の採用を勧告する。

・コンプライアンスの実施責任者として、当社は経営戦略本部長を任命する。同本部長の指揮の

下、当社の総務グループがTOMOEGAWAグループ全体のコンプライアンスへの取組みを促進する。
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(2)施策

・当社の代表取締役社長は､TOMOEGAWAグループの企業活動を進めていく上で､内部統制システム

の整備が必要不可欠であると認識している。

・TOMOEGAWAグループのすべての役員並びにパート及び派遣社員を含む従業員は､業務を遂行する

に当たり、TOMOEGAWAグループ行動規範及びグループ各社のコンプライアンス行動指針（日本国

内においては当社の定めるTOMOEGAWAグループコンプライアンス行動指針を基本とし、国内外を

問わず、グループ各社がその適用法令、事業内容、社内規程の整備状況等に応じて別に定める

場合には、当社の承認を受けた行動指針をいう）から成るTOMOEGAWAグループ企業倫理に従うも

のとし、誓約書をグループ各社の代表者に提出して企業倫理の順守を誓約する。

・当社の経営戦略本部長の指揮の下、コンプライアンスのカテゴリーごとの責任部署の責任によ

り、当社の役員及び従業員に対するコンプライアンス教育、TOMOEGAWAグループ各社のコンプラ

イアンス活動の指導、コンプライアンス委員会への定期的報告、TOMOEGAWAグループのコンプラ

イアンス違反への対策等を実施する。

・内部通報システムの運用によりTOMOEGAWAグループのコンプライアンス問題の早期把握と解決

を図る。内部通報システムは当社に限らず、TOMOEGAWAグループに所属する全社の従業員が利用

できる。内部通報システムの通報先及び相談先として、当社の経営戦略本部長に加え、当社の

監査役及び外部弁護士を指定する。当社は、この内部通報システムに加え、当社の代表取締役

社長他への匿名メールシステムあるいはメッセージボックスも設置している。

・TOMOEGAWAグループは、市民生活に脅威を与える反社会的勢力や団体とは一切関係を持たず、こ

れらに対し毅然とした態度で対応する。

(3)監査

・当社の監査役は、法令に基づく権限を行使し、当社の内部監査グループ及び当社の会計監査人

と連係して当社の取締役の職務執行の適正性を監査する。

・当社の内部監査グループが内部統制の活動状況を調査し、その結果を当社の代表取締役社長及

び当社の監査役に報告する。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・当社の文書管理規程等に基づき、決裁書、議事録、重要な契約書等当社の取締役の職務の執行

に関わる文書（電磁的記録を含む）を適切に保存し、管理する。

・当社の取締役、執行役員及び監査役は、必要なときはいつでも上記の文書を閲覧できる。

・当社の社内情報システムを活用した稟議書ワークフローにより稟議手続を順守させると共に、

稟議書のデータベース化を図る。

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・TOMOEGAWAグループのリスクを体系的に管理するための規程（リスク管理マニュアル）を定め、

当社の経営戦略本部長を統括責任者とし、当社の総務グループを統括部署として、リスクのカ

テゴリーごとの責任部署の責任において、リスク管理を実施する。
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・当社は、地震や火事などの緊急事態が発生した場合は､緊急時対応マニュアルに基づいて対応す

る｡当社は、関係者が即座に必要な措置を取ることができるように、なすべきことを定め、関係

者全員に周知する。

・当社の内部監査グループが、当社のリスク管理マニュアルの定めに基づいて、リスク管理プロ

グラムの監査を実施する。

４．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・当社は、業務執行権限を執行役員に委譲することにより、取締役会による経営の迅速化、監督

機能の強化を図る。

・当社の代表取締役社長は､当社及びTOMOEGAWAグループ各社の重要な経営課題につき担当執行役

員及び関係責任者から成る経営会議に諮問する。

・当社は､TOMOEGAWAグループの長期事業目標を達成するために､中期経営計画及び期毎の社長方

針を当社の全役員及び従業員に理解させ、各人の具体的な業務計画に反映させる。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社の事業部と子会社を連結してひとつの事業体とし、当社の事業部長が当該連結事業の営業

成績及び財務状況に係る責任を負い、連結事業部の専属でない機能別子会社は、当社の本部長

が業務管理責任を負うことを原則とする。但し、事業部のうち、製販を分離し、製造部門が利

益責任、販売部門が売上責任を負うことを明確化する場合があり、この場合、各々の傘下に機

能別子会社を連結させる体制を採用する。

・子会社の役員は、当該連結事業に係る責任又は当該業務管理責任を負う当社の事業部長又は本

部長を含む関係責任者に対して、定期的に子会社の業務執行状況を報告するとともに、当社又

は子会社の運営、業務又は財産に関する重要な事項が発生した場合には、当該関係責任者に対

し、直ちにこれを報告する。

・子会社の重要業務案件は、当社の決裁規程の定めに従って決裁される。

・コンプライアンスプログラム及びリスク管理は、子会社も対象に含まれる。当社は、コンプラ

イアンス及びリスクのカテゴリーごとの責任部署を定め、TOMOEGAWAグループのコンプライアン

ス及びリスクの統括管理を義務付ける。当該連結事業に係る責任又は業務管理責任を負う当社

の事業部長又は本部長は、コンプライアンス及びリスクのカテゴリーごとの責任部署と協議の

うえ、TOMOEGAWAグループ各社の規模や業態別に、必要に応じて適正数の監査役やコンプライア

ンス及びリスクの推進担当者を配置するよう、TOMOEGAWAグループ各社の代表者に対して勧告す

る。TOMOEGAWAグループ各社の代表者は、当社及びTOMOEGAWAグループ各社に重大な損害を及ぼ

すおそれのある事象が発生した場合には、当該コンプライアンス及びリスクのカテゴリーごと

の責任部署（責任部署が不明であれば当社の経営戦略本部長）に対して、直ちにこれを報告す

る組織体制を自社内に整備する。

・当社は、子会社と共通の有効な情報伝達システムを構築する。

・当社の内部監査グループは、当社の監査役と連係し、子会社業務の監査を行う。
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６．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する体制

・当社の取締役は、当社の監査役から補助スタッフ設置の要請があった場合は、これに同意する。

・補助スタッフを設置しない場合、監査業務は当社の内部監査グループが補助し、その他につい

ては当社の社長室が補助する。

７．当社の監査役補助スタッフの当社の取締役からの独立性に関する体制

・当社の監査役補助スタッフの人事異動・人事評価・懲戒処分には、当社の監査役会の同意を求

める。

８．当社の監査役の当社の監査役補助スタッフに対する指示の実効性の確保に関する事項

・当社の監査役補助スタッフへの指揮命令権は、当社の各監査役に属する。

９．当社の取締役及び使用人、当社の子会社の役員及び使用人、又はこれらの者から報告を受けた

者が当社の監査役に報告するための体制

・当社の監査役は、当社の取締役会の他、当社の重要な意思決定に関わる経営会議等の会議に出

席し、当社の取締役及び執行役員から業務執行状況その他重要事項の報告を受ける。

・当社の取締役及び執行役員は､当社及びTOMOEGAWAグループ各社に重大な損害を及ぼすおそれの

ある事実等を発見したときは、直ちに当社の代表取締役社長及び当社の監査役に報告する。

・当社の監査役は､TOMOEGAWAグループ全社の役員及び従業員に対しいつでも業務執行状況その他

重要事項につき報告を求めることができる。

・当社の取締役は、法令の定めに基づく報告事項に加え当社の監査役に報告すべき事項を監査役

との協議の上決定する。

・TOMOEGAWAグループに所属する全社の従業員が利用できる内部通報システムの通報先及び相談

先の一つとして、当社の監査役を指定する。

・当該内部通報システムのすべての情報は、当社の経営戦略本部長に連絡されて一元的に管理さ

れ、経営戦略本部長が当社のコンプライアンス委員会に対応を含めた状況報告を行い、さらに

当社のコンプライアンス委員会は当社の取締役会に対して審議内容を報告する。

10．当社の監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと

を確保するための体制

・当社の定めるTOMOEGAWAグループコンプライアンス行動指針において、コンプライアンス相談・

連絡を行った者の身分が保障されるとともに、不利益な取扱いを受けないことを明記する。

11．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行

について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

・当社の監査役の監査費用の予算は、監査役会が決定する。

・当社の監査役が緊急又は臨時に支出した費用は、事後、当社に償還を請求できる。当該請求に

ついては、当該請求にかかる費用が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められる場合を

除き、当社はすみやかに当該費用を処理する。
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12．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・当社の監査役は、当社の内部監査グループ及び当社の会計監査人に監査計画の提出を求め、ま

た当社の内部監査グループ及び当社の会計監査人とそれぞれ定期的に意見を交換する。

・当社の監査役が必要と認めたときは、弁護士、公認会計士等の外部専門家を任用することがで

きる。

・当社の監査役は､TOMOEGAWAグループ各社の監査役との連絡会を開催し､監査業務についての意

見交換を行う。

・当社の取締役は、当社の監査役の意見を尊重して監査役監査の環境整備に努める。

＜内部統制システムの運用状況の概要＞

当事業年度における主な取り組みは次のとおりです。

１．当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・延べ112名が参加したコンプライアンス研修を実施しました。

・マイナンバー制度対応に伴う施設管理等を実施しました。

２．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・影響度と頻度により特に対策が必要なリスクを特定する活動において新たに特定されたリスク

を含めて、リスク管理プログラムの内部監査を実施し、改善活動につなげました。

３．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・今後の効率的な標準化を進める活動につなげるため、守れないルールの棚卸しを実施しました。

２．剰余金の配当等の決定に関する方針

　　当社は、中長期的視点に立って着実に株主価値を向上させることを目標としており、株主に対

する適正な利益還元を経営の最重要課題として位置づけております。配当につきましては、安定

的な配当を継続実施していくことを基本方針としつつ、連結及び単体業績水準と、内部留保の確

保や財務体質の強化等を総合的に勘案して、機動的に決定してまいります。

　　なお、当期におきましては、平成28年５月20日開催の取締役会において、期末配当金として１

株あたり５円の配当を決議いたしました。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）

科　　　目  金　　額 科　　　目  金　　額

( 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

立 木

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

植 林 木

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

20,358

3,158

7,368

6,390

64

1,808

596

290

689

△7

19,041

14,589

5,711

4,116

3,630

446

149

533

306

54

106

146

4,145

2,302

17

1,413

429

△17

( 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 17,195

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 5,871

短 期 借 入 金 5,925

1年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 2,089

未 払 法 人 税 等 70

賞 与 引 当 金 388

そ の 他 2,850

固 定 負 債 9,708

長 期 借 入 金 6,154

繰 延 税 金 負 債 238

退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,954

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 182

そ の 他 177

負 債 合 計 26,903

( 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 11,035

資 本 金 2,894

資 本 剰 余 金 3,582

利 益 剰 余 金 4,881

自 己 株 式 △323

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △56

その他有価証券評価差額金 190

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △10

為 替 換 算 調 整 勘 定 156

退職給付に係る調整累計額 △393

非 支 配 株 主 持 分 1,517

純 資 産 合 計 12,495

資 産 合 計 39,399 負 債 ・ 純 資 産 合 計 39,399

 (注)記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日）

（単位：百万円）

科  　  目 金 　　   額

売 上 高 33,502

売 上 原 価 28,239

売 上 総 利 益 5,263

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,972

営 業 利 益 290

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1

受 取 配 当 金 37

受 取 保 険 金 39

補 助 金 収 入 59

受 取 家 賃 20

そ の 他 39 198

営 業 外 費 用

支 払 利 息 197

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 52

為 替 差 損 175

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 6

そ の 他 74 507

経 常 損 失 18

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 24

そ の 他 0 24

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 57

減 損 損 失 391

の れ ん 償 却 額 255

契 約 解 除 に 伴 う 損 失 81

そ の 他 1 788

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 781

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 185

法 人 税 等 調 整 額 △105 79

当 期 純 損 失 861

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 68

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 929

 (注)記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

( 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

立 木

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

植 林 木

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

13,638

1,591

1,019

4,811

3,678

922

596

127

138

287

284

182

△0

16,143

8,887

4,104

138

1,761

8

293

1,920

84

427

149

165

99

65

7,090

1,084

4,482

169

1,110

243

( 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 13,320

買 掛 金 4,117
短 期 借 入 金 4,936
1年内返済予定の長期借入金 1,558
リ ー ス 債 務 45
未 払 金 815
未 払 費 用 1,564
未 払 法 人 税 等 28
預 り 金 31
賞 与 引 当 金 203
そ の 他 19

固 定 負 債 7,327
長 期 借 入 金 5,345
リ ー ス 債 務 93
退 職 給 付 引 当 金 1,649
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 164
そ の 他 74

負 債 合 計 20,648

( 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 8,966
資 本 金 2,894
資 本 剰 余 金 3,569

資 本 準 備 金 3,569
利 益 剰 余 金 2,700

利 益 準 備 金 497
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,202

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 777
別 途 積 立 金 3,146
繰 越 利 益 剰 余 金 　△1,721

自 己 株 式 △198

評 価 ・ 換 算 差 額 等 168
その他有価証券評価差額金 172
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △4

純 資 産 合 計 9,134

資 産 合 計 29,782 負 債 ・ 純 資 産 合 計 29,782

(注)記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

（単位：百万円）

科　　　　目 金　　　額

売 上 高 22,186

売 上 原 価 18,964

売 上 総 利 益 3,222

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,544

営 業 損 失 321

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5

受 取 配 当 金 598

そ の 他 180 785

営 業 外 費 用

支 払 利 息 149

為 替 差 損 135

そ の 他 67 353

経 常 利 益 110

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 23

そ の 他 0 23

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 56

減 損 損 失 391

子 会 社 株 式 評 価 損 505

契 約 解 除 に 伴 う 損 失 81 1,035

税 引 前 当 期 純 損 失 900

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △3

法 人 税 等 調 整 額 △14 △18

当 期 純 損 失 882

(注)記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月17日

株式会社巴川製紙所

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 滝 口 隆 弘 

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 須 　 山 　 誠 一 郎 

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社巴川製紙所の平成27年４月１日から平成28年３月31
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
株式会社巴川製紙所及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月17日

株式会社巴川製紙所

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 滝 口 隆 弘 

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 須 　 山 　 誠 一 郎 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社巴川製紙所の平成27年４月１日から平成28
年３月31日までの第157期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明
細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及び
その附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及
びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表
示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 30 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第157期事業年度の取締役の職務

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以

下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じ説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に

従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環

境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じ説明を求め、重要な決裁書等を閲覧し、本社及び主要な事

業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会

社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事

業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する

ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備

に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス

テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報

告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す

るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基

準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必

要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計

算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ

いて検討いたしました。

－ 31 －
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘

すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月18日

株 式 会 社 巴 川 製 紙 所 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 吉 田 光 宏 

社 外 監 査 役 鮫 島 正 洋 

社 外 監 査 役 鈴　木　健一郎 

以　上

－ 32 －
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（ご参考）連結キャッシュ・フロー計算書

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

科 目 金 額

百万円

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 1,634

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △1,501

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △546

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 24

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 等 △307

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 3,411

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 3,104

 （注）記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 33 －
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株主総会参考書類
第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　「会社法の一部を改正する法律（平成26年法律第90号）」が平成27年５月１日に施行され、監査

等委員会設置会社への移行が可能となりました。これに伴い、監査役会設置会社から監査等委員

会設置会社に移行することといたしたく、定款中、(１)監査等委員会を置く旨の定めを設定して

監査役及び監査役会を置く旨の定めを廃止し、(２)取締役の員数に関する定めを変更し、(３)取

締役の任期に関する定めを変更するとともに、(４)重要な業務執行の決定の取締役会への委任の

定めを置くものであります。また、条数の変更をはじめ、附則の新設等、所要の変更を行うもの

であります。

　監査等委員会設置会社に移行することにより、社外取締役が過半数を占める監査等委員会が置か

れ、監査等委員会が、監査を行うだけでなく、取締役候補者の指名及び取締役の報酬の決定につ

いての株主総会での意見陳述権を背景に業務執行者に対する監督の役割を担い、また、監査等委

員が、取締役会の構成員として取締役会の決議における議決権を有することから、業務執行取締

役の選定・解職及び業務執行の決定に関与することとなります。

　この機関設計を活用して、業務執行者に対する監督を強化する体制を構築するとともに、監査体

制を強化し、ひいては当社が目指す新たな成長分野への集中投資による企業価値の創出を支える

環境を整備してまいります。

　なお、本議案における定款変更については、本総会終結の時をもって効力を生じるものといたし

ます。

２．変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

第１章（総則） （現行どおり）

（機関） （機関）

第４条　当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機

関を置く。

第４条　当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機

関を置く。

(1)取締役会 (1)取締役会

(2)監査役 (2)監査等委員会

(3)監査役会 （削除）

(4)会計監査人 (3)会計監査人

－ 34 －

定款一部変更議案
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現 行 定 款 変 更 案

第２章　株式

第３章　株主総会

第４章　取締役および取締役会

（現行どおり）

（現行どおり）

（現行どおり）

（取締役の員数） （取締役の員数）

第19条　当会社の取締役は、９名以内とする。 第19条　当会社の取締役（監査等委員である取締役を除

く。）は、９名以内とする。

（新設） ２．当会社の監査等委員である取締役は、５名以内とす

る。

（取締役の選任） （取締役の選任）

第20条　取締役は、株主総会の決議によって選任する。 第20条　取締役は、株主総会の決議によって選任する。た

だし、監査等委員である取締役はそれ以外の取締

役と区別して選任するものとする。

２．（条文省略） ２．（現行どおり）

３．（条文省略） ３．（現行どおり）

（取締役の任期） （取締役の任期）

第22条　取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終

結の時までとする。

第22条　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任

期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで

とする。

（新設） ２．監査等委員である取締役の任期は、選任後２年以内

に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までとする。

（新設） ３．任期の満了前に退任した監査等委員である取締役の

補欠として選任された監査等委員である取締役の任

期は、退任した監査等委員である取締役の任期の満

了する時までとする。

－ 35 －
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現 行 定 款 変 更 案

（新設）

（新設）

（代表取締役および役付取締役）

第23条　当会社は、取締役会の決議によって、代表取締役

を選定する。

２．（条文省略）

３．（条文省略）

（取締役会の招集権者および議長）

第25条（条文省略）

（新設）

（取締役会の招集通知）

第26条　取締役会の招集通知は、会日の３日前に各取締役

および各監査役に対し発する。ただし、緊急の必

要がある場合は、これを短縮することができる。

２．（条文省略）

４．会社法第329条第３項に基づき選任された補欠の監

査等委員である取締役の選任決議が効力を有する期

間は、当該決議後２年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会の開始の時まで

とする。

５．当会社は、会社法第329条第３項の規定により選任さ

れた補欠の監査等委員である取締役につき、その就

任前に、取締役会の決議により、当該選任決議を取

り消すことができる。この場合、当該選任決議の取

消しに関する議案を取締役会に提出するには、監査

等委員会の同意を得なければならない。

（代表取締役および役付取締役）

第23条　当会社は、取締役会の決議によって、取締役（監

査等委員である取締役を除く。）の中から、代表

取締役を選定する。

２．（現行どおり）

３．（現行どおり）

（取締役会の招集権者および議長）

第25条　（現行どおり）

３．前二項の規定にかかわらず、監査等委員会が選定す

る監査等委員は、取締役会を招集することができ

る。

（取締役会の招集通知）

第26条　取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取

締役に対し発する。ただし、緊急の必要がある場

合は、これを短縮することができる。

２．（現行どおり）

－ 36 －

定款一部変更議案
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現 行 定 款 変 更 案

（取締役会の決議の省略）

第28条　当会社は、取締役が取締役会の決議の目的である

事項のうち取締役会で定める特定の事項について

提案した場合において、当該提案につき取締役（当

該事項について議決に加わることができる者に限

る。）の全員が書面または電磁的記録により同意

の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨

の取締役会の決議があったものとみなす。ただ

し、監査役が当該提案について異議を述べたとき

はこの限りでない。

（取締役会の決議の省略）

第28条　当会社は、取締役が取締役会の決議の目的である

事項のうち取締役会で定める特定の事項について

提案した場合において、当該提案につき取締役（当

該事項について議決に加わることができる者に限

る。）の全員が書面または電磁的記録により同意

の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨

の取締役会の決議があったものとみなす。

（重要な業務執行の決定の委任）

（新設） 第29条　当会社は、取締役会の決議によって、重要な業務

執行（会社法第399条の13第５項各号に掲げる事項

を除く。）の決定の全部または一部を取締役に委

任することができる。

（取締役会の議事録） （取締役会の議事録）

第29条　取締役会における議事の経過の要領およびその結

果ならびにその他法令で定める事項は、議事録に

記載または記録し、出席した取締役および監査役

がこれに記名押印または電子署名する。

第30条　取締役会における議事の経過の要領およびその結

果ならびにその他法令で定める事項は、議事録に

記載または記録し、出席した取締役がこれに記名

押印または電子署名する。

（取締役会規程）

第30条　（条文省略）

（取締役の報酬等）

第31条　取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価とし

て会社から受ける財産上の利益（以下「報酬等」

という。）は、株主総会の決議によって定める。

（取締役会規程）

第31条　（現行どおり）

（取締役の報酬等）

第32条　取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価とし

て会社から受ける財産上の利益（以下「報酬等」

という。）は、株主総会の決議によって定める。

ただし、監査等委員である取締役の報酬等は、そ

れ以外の取締役の報酬等と区別して定めるものと

する。

－ 37 －
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2016/05/26 16:25:41 / 15174087_株式会社巴川製紙所_招集通知

現 行 定 款 変 更 案

（取締役の責任免除）

第32条　（条文省略）

２．当会社は、取締役（業務執行取締役等である者を除

く。）との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責

任について、法令の定めに従い、損害賠償責任を

限定する契約を締結することができる。ただし、当

該契約に基づく責任の限度は法令が規定する額とす

る。

（取締役の責任免除）

第33条　（現行どおり）

２．当会社は、会社法第427条第１項の規定により、取締

役（業務執行取締役等である者を除く。）との間で、

会社法第423条第１項の損害賠償責任について、

法令に定める要件に該当する場合には、損害賠償責

任を限定する契約を締結することができる。ただ

し、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法

令が規定する額とする。

第５章　監査役および監査役会 （削除）

（監査役の員数）

第33条　当会社の監査役は、５名以内とする。 （削除）

（監査役の選任）

第34条　監査役は、株主総会の決議によって選任する。 （削除）

２．監査役の選任決議は、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行

う。

（削除）

（任期）

第35条　監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終

結の時までとする。

（削除）

２．補欠として選任された監査役の任期は、退任した監

査役の任期の満了する時までとする。

（削除）

３．会社法第329条第２項に基づき選任された補欠監査

役の選任決議が効力を有する期間は、当該決議後４

年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の開始の時までとする。

（削除）

４．当会社は、取締役会の決議により、前項の規定によ

り選任された補欠監査役につき、その就任前に、選

任決議を取り消すことができる。この場合、補欠監

査役の選任決議の取消しに関する議案を取締役会に

提出するには、監査役会の同意を得なければならな

い。

（削除）

－ 38 －

定款一部変更議案
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現 行 定 款 変 更 案

（常勤監査役）

第36条　監査役会は、その決議によって、監査役の中から

常勤の監査役を選定する。

（削除）

（監査役会の招集通知）

第37条　監査役会の招集通知は、各監査役に対し、会日の

３日前まで発する。ただし、緊急の場合には、こ

の期間を短縮することができる。

（削除）

２．監査役全員の同意があるときは、招集の手続きを経

ないで監査役会を開催することができる。

（削除）

（監査役会の決議の方法）

第38条　監査役会の決議は、法令に別段の定めがある場合

を除き、監査役の過半数をもって行う。

（削除）

（監査役会の議事録）

第39条　監査役会における議事の経過の要領およびその結

果ならびにその他法令に定める事項は議事録に記

載または記録し、出席した監査役がこれに記名押

印または電子署名する。

（削除）

（監査役会規程）

第40条　監査役会に関する事項は、法令または定款に定め

るもののほか、監査役会において定める監査役会

規程による。

（削除）

（監査役の報酬等）

第41条　監査役の報酬等は株主総会の決議によって定め

る。

（削除）

－ 39 －

定款一部変更議案
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現 行 定 款 変 更 案

（監査役の責任免除）

第42条　当会社は、取締役会の決議によって、監査役（監

査役であった者を含む。）の会社法第423条第１項

の損害賠償責任について法令に定める要件に該

（削除）

当する場合には、損害賠償責任額から法令に定め

る要件に該当する場合には、損害賠償責任額から

法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を

限度としてその責任を免除することができる。

２．当会社は、監査役との間で、会社法第423条第１項の

損害賠償責任について法令の定めに従い、損害賠償

責任を限定する契約を締結することができる。ただ

し、当該契約に基づく責任の限度は法令が規定する

額とする。

（新設）

（削除）

第５章　監査等委員会

（監査等委員会の招集通知）

（新設） 第34条　監査等委員会の招集通知は、会日の３日前までに

各監査等委員である取締役に対し発する。ただ

し、緊急の必要がある場合には、この期間を短縮

することができる。

（新設） ２．監査等委員である取締役全員の同意があるときは、

招集の手続きを経ないで監査等委員会を開催するこ

とができる。

（監査等委員会の決議の方法）

（新設） 第35条　監査等委員会の決議は、法令に別段の定めがある

場合を除き、議決に加わることができる監査等委

員である取締役の過半数が出席し、出席した監査

等委員の過半数をもって行う。

（監査等委員会の議事録）

（新設） 第36条　監査等委員会における議事の経過の要領およびそ

の結果ならびにその他法令に定める事項は議事録

に記載または記録し、出席した監査等委員である

取締役がこれに記名押印または電子署名する。

－ 40 －

定款一部変更議案
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現 行 定 款 変 更 案

（新設）

第６章　会計監査人

（監査等委員会規程）

第37条　監査等委員会に関する事項は、法令または定款に

定めるもののほか、監査等委員会において定める

監査等委員会規程による。

（現行どおり）

第43条～第44条　（条文省略）

（会計監査人の報酬等）

第45条　会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査役会の

同意を得て定める。

第７章　計算

第46条～第49条　（条文省略）

（新設）

第38条～第39条　（現行どおり）

（会計監査人の報酬等）

第40条　会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査等委員

会の同意を得て定める。

（現行どおり）

第41条～第44条　（現行どおり）

附　則

（監査等委員会設置会社移行前の監査役の責任免除の経過

措置）

第１条　平成28年３月31日に終了する事業年度に関する定

時株主総会の終結前の会社法第423条第１項の行

為に関する監査役（監査役であった者を含む。）

の責任の免除及び監査役と締結済みの責任限定契

約については、なお同定時株主総会の終結に伴う

変更前の定款第42条の定めるところによる。

－ 41 －

定款一部変更議案
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

　第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決された場合、当社は監査等委員会設置会社

となり、取締役（６名）全員が任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締

役を除く。以下、本議案において同じ。）５名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決され、定款変更の効力が

発生することを条件として、効力を生じるものとします。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所 有 す る
当社株式数

１

【再任】
い の う え 　 よ し お

井 上 善 雄
（昭和39年11月８日生）

昭和62年４月　株式会社日本興業銀行（現株式会社みずほ銀行）入行

平成10年３月　当社入社

平成11年６月　当社取締役

平成12年３月　当社常務取締役

平成14年６月　当社代表取締役社長（現任）

平成15年１月　当社CEO（現任）

平成19年６月　日本山村硝子株式会社社外取締役（現任）

平成24年６月　戸田工業株式会社社外取締役

平成26年５月　昌栄印刷株式会社取締役相談役（現任）

（重要な兼職の状況）

　昌栄印刷株式会社取締役相談役

　日本山村硝子株式会社社外取締役

1,531,391株

【取締役候補者とした理由】

平成14年に代表取締役社長に就任して以来、創業100年以上の伝統と理念を継承・確立するとともに、取り巻く
事業・経営環境変化に応じて、事業構造の変革、他社との提携構築、新規事業の育成、経営管理への情報技術活
用、国際化、財務基盤の改善を推進した実績を有しております。精力的に当社グループの現状を把握し各事業を
束ねて変革を実現する強いリーダーシップと、経営に関する高い見識とを兼ね備えております。第158期事業年
度は策定した中長期ビジョンを最高責任者として実現する牽引役となる重大な職責を担うことが期待できるも
のと考えております。

－ 42 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所 有 す る
当社株式数

２

【再任】
こ ん だ 　 し ゅ ん じ

今 田 俊 治
(昭和28年９月２日生)

昭和52年３月　当社入社

平成20年４月　当社執行役員

平成22年４月　当社常務執行役員

平成22年６月　当社取締役（現任）

平成23年７月　日彩影像科技（九江）有限公司董事長

平成23年10月　TOMOEGAWA (U.S.A.)INC.Director Chairman&CEO

平成23年10月　TOMOEGAWA EUROPE B.V.Director Chairman

平成25年３月　巴川影像科技（恵州）有限公司董事長

平成26年４月　当社専務執行役員（現任）

平成27年３月　株式会社巴川ホールディングス恵州取締役（現任）

平成27年４月　当社機能紙事業部長（現任）

平成27年５月　日彩控股有限公司董事（現任）

平成27年５月　三和紙工株式会社取締役会長（現任）

平成27年５月　日本理化製紙株式会社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

　株式会社巴川ホールディングス恵州取締役

　日彩控股有限公司董事

　三和紙工株式会社取締役会長

　日本理化製紙株式会社取締役

25,000株

【取締役候補者とした理由】

当社入社以来、製品開発に従事し、米国・中国での合計12年の駐在をはじめ豊富な海外経験・知見を有し、中国
事業の立上げを主導しつつトナー事業を当社の主力事業として成長させるなど十分な実績を有しています。執
行役員就任以後は、電子材料事業部長、画像材料事業部長、機能紙事業部長、海外現地法人役員を歴任し、業界
に関する深い造詣と確かな行動力で当社のビジネスの持続的成長を牽引する職責を担うことが期待できるもの
と考えております。

－ 43 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所 有 す る
当社株式数

３

【再任】
み つ い 　 せ い じ

三 井 清 治
（昭和30年４月３日生）

昭和54年４月　凸版印刷株式会社入社

平成17年６月　同社取締役

平成21年６月　当社取締役（現任）

平成23年５月　株式会社トッパンTOMOEGAWAオプティカルプロダクツ

（現株式会社トッパンTOMOEGAWAオプティカルフィル

ム）代表取締役社長（現任）

平成23年６月　株式会社トッパンアリサワオプティカルテクノロジー

代表取締役社長

平成25年４月　凸版印刷株式会社取締役マテリアルソリューション事業

本部関連会社・特命担当

平成26年６月　当社専務執行役員（現任）

平成26年６月　当社精密塗工事業部管掌

平成27年４月　当社社長補佐（現任）

（重要な兼職の状況）

　株式会社トッパンTOMOEGAWAオプティカルフィルム代表取締役社長

15,000株

【取締役候補者とした理由】

当社の筆頭株主である凸版印刷株式会社の取締役を８年間務めるなどして培った、経営及び製造・技術に係る豊
富な知識と経験を活用し、当社の関連会社である株式会社トッパンTOMOEGAWAオプティカルフィルムの代表取締
役社長として同社の収益力強化に貢献しております。当社の取締役に就任して以後は、業界における豊富な知識
と経験と独自の見識に基づき積極的に発言するなど、取締役会の意思決定機能の強化にも大きな役割を発揮して
おり、今後も引き続き当社の経営に反映させることが期待できるものと考えております。

４

【再任】
や ま ぐ ち 　 ま さ あ き

山 口 正 明
（昭和38年３月15日生）

昭和61年４月　新日本製鐵株式会社（現新日鐵住金株式会社）入社

平成15年１月　アサヒプリテック株式会社入社

平成18年７月　当社入社

平成21年４月　当社執行役員

平成21年４月　当社経営戦略本部長（現任）

平成26年４月　当社常務執行役員（現任）

平成26年４月　当社CFO（現任）

平成26年５月　当社TTOF・TFC管掌（現任）

平成26年６月　当社取締役（現任）

平成26年６月　当社コンプライアンス委員会委員長（現任）

平成26年８月　日彩控股有限公司董事（現任）

（重要な兼職の状況）

　日彩控股有限公司董事

5,000株

【取締役候補者とした理由】

米国におけるＭＢＡの学位を有するなど財務・会計に関する高度な知識を有するだけでなく、企業における経営
戦略、経営管理、ＩＲに係る役職を歴任しており、事業・経営戦略を支える豊富な経験と確かな洞察・分析力を
有し、当社の財務の安定に寄与したとして定評があります。これまでも経費削減や事業再構築の主導、株主や提
携先との関係構築に手腕を発揮しており、第158期事業年度は事業環境の変化に応じた戦略を立案して方向性を
示し、重点分野への経営資源配分を実現する職責を担うことが期待できるものと考えております。

－ 44 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所 有 す る
当社株式数

５

【再任】
は た ざ わ 　 と し ゆ き

畑 澤 敏 之
(昭和29年６月11日生)

昭和53年４月　松下電工株式会社（現パナソニック株式会社）入社

平成16年４月　同社電子材料グローバルマーケティング部長

平成17年８月　パナソニック電工電子材料有限会社オーストリア

Managing Director

平成23年５月　パナソニック電工タイ株式会社社長

平成26年７月　当社顧問

平成27年６月　当社取締役（現任）

平成27年６月　シライ電子工業株式会社社外取締役（現任）

平成27年10月　当社常務執行役員（現任）

平成27年10月　当社電子材料事業部営業管掌

平成28年３月　巴川コリア株式会社代表取締役（現任）

平成28年４月　当社電子材料営業本部長（現任）

（重要な兼職の状況）

　シライ電子工業株式会社社外取締役

　巴川コリア株式会社代表取締役

3,000株

【取締役候補者とした理由】
大手製造業の重職や欧州と東南アジアの同現地法人の社長を歴任した豊富なグローバル経営の実務経験、電子材
料分野の業界・市場知識、営業・マーケティングに関する高い見識を活かして、当社の電子材料事業部営業管
掌、電子材料営業本部長に就任後、重点分野の販売力強化に向けた取組みを牽引しております。第158期事業年
度は、当社の既存の事業部制を修正し製販を分離した電子材料分野の売上責任を担う部門を指揮し、成長戦略の
実現、経営体質強化、海外営業力強化を期待できるものと考えております。

（注）１．取締役候補者畑澤敏之氏が役員を兼務している巴川コリア株式会社は、当社の完全子会社です。

２．取締役候補者と当社との特別の利害関係

(1)取締役候補者三井清治氏は、当社の関連会社である株式会社トッパンTOMOEGAWAオプティカルフィルムの代

表取締役社長を兼務しており、当社は、同社への建物貸与、ライセンス、試作委託、同社からの間接補助業

務受託、原材料購入、分析受託、加工委託等の取引を行っております。

(2)他の取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

－ 45 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

　第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決された場合、当社は監査等委員会設置会社
となり、取締役（６名）及び監査役（３名）の全員が任期満了となります。つきましては、監査等委
員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　本議案は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決され、定款変更の効力が発生す
ることを条件として、効力を生じるものとします。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
所 有 す る
当社の株式数

１

【再任】【社外】
こ も り 　 て つ お

小 森 哲 郎
(昭和33年12月１日生)

昭和59年４月　マッキンゼー・アンド・カンパニー入社

平成５年12月　同社プリンシパル（パートナー）

平成14年６月　株式会社アスキー代表取締役社長

平成15年11月　株式会社メディアリーヴス代表取締役会長

平成16年６月　ユニゾン・キャピタル株式会社マネジメント・アドバ

イザー

平成16年６月　当社監査役

平成17年６月　当社社外取締役（現任）

平成18年２月　カネボウ株式会社取締役兼代表執行役社長CEO

平成18年５月　カネボウ・トリニティ・ホールディングス株式会社

（現クラシエホールディングス株式会社）代表取締役

CEO兼社長執行役員

平成18年５月　カネボウホームプロダクツ株式会社（現クラシエホー

ムプロダクツ株式会社）代表取締役

平成18年５月　カネボウ製薬株式会社（現クラシエ製薬株式会社）代

表取締役

平成18年５月　カネボウフーズ株式会社（現クラシエフーズ株式会

社）代表取締役

平成21年８月　ユニゾン・キャピタル株式会社マネジメント・アドバ

イザー（現任）

平成27年３月　株式会社ニッセンホールディングス社外取締役（現

任）

平成27年10月　株式会社建デポ代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）

　ユニゾン・キャピタル株式会社マネジメント・アドバイザー

　株式会社ニッセンホールディングス社外取締役

　株式会社建デポ代表取締役社長

－株

【社外取締役候補者とした理由】

小森氏は、当社との関係で一般株主と利益相反の生じるような利害関係はなく、独立した立場で当社の経営陣
に気づきを与える貴重な助言・提言を数多くいただいております。経営コンサルタントや他社の業務執行取締
役としての経験と企業経営に関する卓越した識見・能力を活かして、経営体制の更なる強化とより透明性の高
い経営を期待できるものと考えております。

－ 46 －

監査等委員である取締役選任議案
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候補者
番　号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
所 有 す る
当社の株式数

２

【新任】【社外】
さめじま　まさひろ

鮫 島 正 洋
(昭和38年１月８日生)

昭和60年４月　藤倉電線株式会社（現株式会社フジクラ）入社

平成４年３月　日本アイ・ビー・エム株式会社入社

平成４年３月　弁理士登録

平成11年４月　弁護士登録

平成12年３月　松尾綜合法律事務所（現弁護士法人松尾綜合法律事務

所）入所

平成16年７月　内田・鮫島法律事務所（現弁護士法人内田・鮫島法律

事務所）代表パートナー（現任）

平成17年６月　当社社外監査役（現任）

（重要な兼職の状況）

　弁護士法人内田・鮫島法律事務所代表パートナー

10,000株

【社外取締役候補者とした理由】
鮫島氏は、当社との関係で一般株主と利益相反の生じるような利害関係はなく、弁理士、弁護士としての経験
はもちろん、企業の知財部門での豊富な経験を活かし、監査等委員会設置会社移行前においては社外監査役の
立場で外部的視点に立っての監査をいただいております。今後は、監査等委員会設置会社における社外取締役
として、引き続き理論及び実務経験の両方から知財戦略及び取締役会の意思決定の適正性について、貴重な助
言をいただけるものと考えております。なお、同氏は弁護士法人の代表者として会社に準じる組織の運営に関
与しており、上記の理由も踏まえて、社外取締役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しております。

－ 47 －

監査等委員である取締役選任議案
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候補者
番　号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
所 有 す る
当社の株式数

３

【新任】【社外】
　すずき　けんいちろう

鈴 木 健 一 郎
(昭和50年７月13日生)

平成12年４月　日本郵船株式会社入社

平成12年７月　鈴与商事株式会社取締役（現任）

平成12年11月　鈴与株式会社取締役

平成23年11月　鈴与建設株式会社取締役（現任）

平成25年４月　鈴与株式会社専務取締役

平成25年４月　エスエスケイフーズ株式会社代表取締役社長

平成27年４月　エスエスケイフーズ株式会社代表取締役会長（現任）

平成27年６月　当社社外監査役（現任）

平成27年11月　鈴与株式会社代表取締役社長（現任）

平成27年11月　鈴与ホールディングス株式会社代表取締役社長（現

任）

（重要な兼職の状況）

　鈴与株式会社代表取締役社長

　エスエスケイフーズ株式会社代表取締役会長

　鈴与ホールディングス株式会社代表取締役社長

　鈴与商事株式会社取締役

　鈴与建設株式会社取締役

－株

【社外取締役候補者とした理由】
鈴木氏は、当社との関係で一般株主と利益相反の生じるような利害関係はなく、大手物流企業グループの多数

の業務執行取締役や社外取締役を歴任して得られた経営経験を活かし、監査等委員会設置会社移行前において

は社外監査役の立場で多角的視点での助言・提言をいただいております。今後は、監査等委員会設置会社にお

ける社外取締役として、引き続き有用な助言・提言を期待できるとともに、経営体制の更なる強化とより透明

性の高い経営を期待できるものと考えております。また、同氏は当社取引先である鈴与株式会社、鈴与商事株

式会社、鈴与建設株式会社、中日本バンリース株式会社の業務執行者でありますが、当社と鈴与株式会社、鈴

与商事株式会社、鈴与建設株式会社、中日本バンリース株式会社との取引額は合計しても当社連結売上高の

２％未満に相当し（157期実績）、当社の定める独立性の判断に関する基準に照らし、一般株主と利益相反が

生ずるおそれがないものと判断しております。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．取締役候補者小森哲郎氏は、当社の社外取締役に就任して本総会終結の時までで11年であります。また、同氏

は、当社の社外取締役就任前に当社の監査役であったことがあります。

３．取締役候補者鮫島正洋及び鈴木健一郎の両氏は、当社の監査役であったことがあります。

４．当社は、取締役候補者小森哲郎氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。同氏の再任が

承認された場合、引き続き独立役員とする予定であります。

５．当社は、取締役候補者鮫島正洋及び鈴木健一郎の両氏を東京証券取引所に対し、社外監査役である独立役員と

して届け出ておりますが、両氏の監査等委員である取締役選任が承認された場合、独立役員とする予定であり

ます。

６．当社と取締役候補者小森哲郎、鮫島正洋及び鈴木健一郎の３氏とは、会社法第425条第１項に規定する最低責任

限度額を限度とする内容の会社法第427条第１項の責任限定契約を締結しており、３氏の監査等委員である取締

役選任が承認された場合、３氏との間で同様の契約を新たに締結する予定であります。

－ 48 －

監査等委員である取締役選任議案
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第４号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額の設定の件

　当社の取締役の報酬等の額は、昭和60年１月30日開催の第125回定時株主総会の決議で、年額140百

万円以内となり今日に至っております。第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決され

た場合、当社は監査等委員会設置会社となることから、改めて取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の報酬等の額を年額140百万円以内と定めることとしたいと存じます。

　なお、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額には、従来どおり使用人兼務取締

役の使用人給与相当額（賞与を含む）は含まないものといたしたいと存じます。

　現在の取締役は６名（うち社外取締役１名）ですが、第２号議案「取締役（監査等委員である取締

役を除く。）５名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員である取締役を

除く。）は５名（うち社外取締役０名）となります。

　本議案は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決され、定款変更の効力が発生す

ることを条件として、効力を生じるものとします。

第５号議案　監査等委員である取締役の報酬等の額の設定の件

　当社の取締役及び監査役の報酬等の額は、取締役については第４号議案で述べたとおり年額140百万

円以内、監査役については平成６年６月29日開催の第135回定時株主総会の決議で年額50百万円以内と

なり今日に至っております。第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決された場合、当

社は監査等委員会設置会社となることから、改めて監査等委員である取締役の報酬等の額を年額50百

万円以内と定めることとしたいと存じます。

　現在の取締役は６名（うち社外取締役１名）、監査役は３名（うち社外監査役２名）ですが、第３

号議案「監査等委員である取締役３名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員であ

る取締役は３名（うち社外取締役３名）となります。

　なお、本議案は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決され、定款変更の効力が

発生することを条件として、効力を生じるものとします。

－ 49 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定議案、監査等委員である取締役の報酬額設定議案
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第６号議案　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　監査役吉田光宏、鮫島正洋及び鈴木健一郎の３氏は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どお

り承認可決された場合、任期満了となり退任されます。その在任中の労に報いるため、当社の定める

一定の基準による相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体的金額、贈呈の時期、

方法等は監査等委員である取締役の協議によることにご一任願いたいと存じます。

　なお、本議案は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決され、定款変更の効力が

発生することを条件として、効力を生じるものとします。

　監査役吉田光宏、鮫島正洋及び鈴木健一郎の３氏の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

吉 田 光 宏
平成25年６月　当社常勤監査役

現在に至る

鮫 島 正 洋
平成17年６月　当社監査役

現在に至る

鈴 　 木 　 健 一 郎
平成27年６月　当社監査役

現在に至る

以　上

－ 50 －

退職慰労金贈呈議案
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
会　場　　東京都中央区銀座三丁目９番11号

紙パルプ会館　銀座フェニックスプラザ
３階　会議室１～３号室
03－3543－8118（代表）

三愛
和光

地下鉄
銀座駅

地下鉄
銀座駅

日産
ギャラリー

三　越　

三菱東京
ＵＦＪ銀行 松屋

銀座通り（中央通り）

Apple

王子製紙
王子サーモン直売店

スターバックス

コンビニエンス
Family Mart

松
屋
通
り

晴
海
通
り

地下鉄
東銀座駅
（日比谷線）

地下鉄
東銀座駅（都営浅草線）歌舞

伎座
築
地

昭和通り

銀
座
四
丁
目

紙パルプ会館

Ａ12出口

Ａ13出口

入口

４出口 ３出口

Ａ８出口

Ａ７出口

ＪＲ有楽町駅

東京高速道路

外堀通り

交　通　　都営浅草線　東銀座駅下車
Ａ７・Ａ８出口より徒歩２分

東京メトロ日比谷線　東銀座駅下車
３・４出口より徒歩４分

東京メトロ銀座線・丸ノ内線　　　銀座駅下車
Ａ12・Ａ13出口より徒歩４分

ＪＲ　有楽町駅下車　　　　　　　　徒歩10分

◎本招集ご通知は、当社製超軽量印刷用紙「トモエリバー」を使用しております。

地図




